
「法令データ提供システム／総
　務省行政管理局」へのリンク

　
　

、

一般財団法人 地方自治研究機構

・自治基本条例など、全国の地
方公共団体の例規から参考と
なる約1,230条例を掲載

・住民自治編、議会編など例規
を20分野に分類

・地方自治に関する判例を毎日　
更新

・全体を15分野に分類して掲載
・更に階層分類を設け、判例を体

系化して掲載
・従来の要旨に加え、判示事項、

事案の概要も新たに追加

・例規、判例及び法令に関する
リンク集

・全国の地方公共団体Web例規
集を都道府県（市区町村）

　 ごとに分類
・法制執務・政策法務を支援す

る、季刊『自治体法務研究』の
好評連載「自治体法務Q&A」
を掲載（内容見本参照）

（一財）地方自治研究機構は、地方公共団体の法制執務を支援するため、例規、法令、判例及び関連データの４つで構成す
るシステムを構築し、無償で情報提供を行っております。地方公共団体の法制執務に、このシステムを御活用ください。
お使いのブラウザで、次のURLにアクセスしてください。

「自治体法務Q&A」内容見本

【お問い合わせ先】

〒10

メールアドレス hosei@rilg.or.jp
ホームページ http://www.rilg.or.jp/htdocs/index.htmlなお、（一財）地方自治研究機構のホームページからも入れます。

御案内

http://hosei.rilg.or.jp/htdocs/hosei/index.html



平成29年度自治振興セミナー

会場
開催期日

福島県
10月13日 (金 )

ウェディングエルティ
〒960-8055

福島市野田町1-10-41
TEL.024（535）6188

テーマ①
講師／略歴

地方行財政の課題
（地方創生を中心に）（仮）

佐藤　文俊（さとう　ふみとし）

＜講師略歴＞
昭和３１年１０月６日生 , 福島県出身
福島県立福島高校 , 束京大学法学部卒業

昭和５４年４ 月  自治省入省
平成   ６年７ 月  自治省大臣官房企画室環境対策企画官
平成   ７年７ 月  山梨県総務部長
平成１０年４ 月  自治省消防庁消防課消防職員企画官
平成１３年１ 月  総務省自治財政局調整課長
平成１５年１ 月  総務省自治財政局地方債課長
平成１７年１ 月  総務省自治財政局財政課長
平成２０年７ 月  総務省大臣官房審議官（税務担当）
平成２２年１ 月  内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補付）
平成２３年７ 月  総務省政策統括官（情報通信担当）
平成２４年９ 月  総務省自治財政局長
平成２７年７ 月  総務省総務審議官（自治行政担当）
平成２８年６ 月  総務事務次官

（総務事務次官）

テーマ②
講師／略歴

持続可能な地域づくり
～人口減少時代の自治のあり方～

大杉　覚（おおすぎ　さとる）

＜講師略歴＞
首都大学東京大学院教授。
昭和 39 年生。
東京大学大学院総合文化研究科より博士（学術）取得。成城大学法学部
専任講師、東京都立大学法学部助教授を経て、平成 17 年から現職。そ
の間、平成 13～14 年ジョージタウン大学客員研究員。
専門分野は行政学・都市行政論。
著書に『地方自治』（共著、日本放送協会学園）、『自治体組織と人事制
度の改革』（編著、東京法令出版）、『人口減少時代の地域づくり読本』（共
著、公職研）ほか。
総務省人材育成等専門家派遣事業アドバイザー、東京都教育委員会委員、

（一財）地域活性化センター全国地域リーダー養成塾主任講師、国・自
治体各種審議会等委員を歴任。

（首都大学東京大学院教授）

テーマ③
講師／略歴

創造的過疎から考える地方創生
(徳島県神山町の取組み）

大南　信也（おおみなみ　しんや）

＜講師略歴＞
認定特定非営利活動法人グリーンバレー理事長
1953 年徳島県神山町生まれ。
米国スタンフォード大学大学院修了。
1990 年代初頭より神山町国際交流協会を通じて「住民主導のまちづく
り」を展開。1998 年米国発祥の道路清掃プログラム「アドプト・ア・
ハイウェイ」を全国に先駆けて実施するとともに、1999 年「神山アー
ティスト・イン・レジデンス」などのアート事業を相次いで始動。
2007 年神山町移住交流支援センター受託運営を開始し、2011 年度に
は神山町史上初となる社会動態人口増を達成。
2010 年 10 月以降 IT ベンチャー企業等 16 社のサテライトオフィス
を誘致。

「創造的過疎」を持論にグローバルな視点での地域活性化を展開中。
ふるさとづくり有識者会議委員（内閣官房）、文化審議会文化政策部会
委員（文化庁）、徳島大学客員教授、四国大学特認教授、東北芸術工科
大学客員教授。

（認定NPO法人グリーンバレー理事長）

宮城県
11月10日 (金 )

ホテルメトロポリタン
仙台

〒980-8477
仙台市青葉区中央1-1-1
TEL.022（268）2525

未来を創る地方分権改革

神野　直彦（じんの　なおひこ）

＜講師略歴＞
学歴・職歴等
　1969 年（昭和 44 年）6 月　東京大学経済学部経済学科卒業
　1981 年（昭和 56 年）9 月   東京大学大学院経済学研究科博士課程単位取得退学
　1983 年（昭和 58 年）10 月　大阪市立大学経済学部助教授
　1992 年（平成   4 年）4 月   東京大学経済学部教授
　1996 年（平成   8 年）4 月　東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授　
　（2003 年 10 月 1 日～ 2005 年 9 月 30 日 東京大学大学院経済学研究科長・経済学部長）
　2009 年（平成 21 年）3 月　東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授　定年退職
　2009 年（平成 21 年）4 月　関西学院大学人間福祉学部・大学院人間福祉研究科教授
　2010 年（平成 22 年）3 月　関西学院大学人間福祉学部・大学院人間福祉研究科教授退職
　2008 年（平成 20 年）10 月　地方財政審議会委員・会長
　2016 年（平成 28 年）1 月　地方財政審議会委員・会長退任
　2017 年（平成 29 年）4 月　日本社会事業大学学長就任
公職（審議会等）
　社会保障制度改革推進会議委員、社会保障審議会年金部会部会長、
　社会保障審議会企業年金部会部会長、税制調査会会長代理、地方分権改革有識者会議座長
所属学会等
　日本財政学会（代表理事歴任、現在顧問）、地方財政学会（理事長歴任）
　日本自治学会（理事長歴任）、日本経済政策学会（副会長歴任）
　日本学術会議（議員歴任、現在連携会員）
賞罰
　2009 年　紫綬褒章受章
主要著作
　『税金常識のウソ』2013 年　文春新書
　『日本の地方財政』2014 年　有斐閣（共著）
　『「人間国家」への改革 参加保障型の福祉社会をつくる』2015 年　NHK 出版

( 日本社会事業大学学長・東京大学名誉教授 )

地方分権改革と地方税制改革

佐藤　主光（さとう　もとひろ）

＜講師略歴＞
1969 年秋田県生まれ
1992 年一橋大学経済学部卒業
1998 年カナダクイーンズ大学Ｐｈ．Ｄ（経済学）取得
1999 年一橋大学経済学研究科専任講師を経て現在に至る
現在：一橋大学経済学研究科・政策大学院教授

主な職歴：政府税制調査会委員、財務省財政制度等審議会委員、
経済財政諮問会議経済財政一体改革推進委員会専門委員
内閣府ＰＦＩ推進委員、東京都都政改革本部特別顧問など

(一橋大学経済学研究科国際・公共政策研究部教授) ( 静岡県賀茂振興局長 )

伊豆半島における新たな広域連携

北村　誠（きたむら　まこと）

＜講師略歴＞
・生年月日：昭和 33 年 7 月 19 日

・出身地：静岡県

・職歴等
昭和 56 年　立教大学法学部卒業
昭和 56 年　静岡県庁入庁

（略）
平成 27 年　静岡県下田財務事務所長兼賀茂振興局参事
平成 29 年　静岡県賀茂振興局長
　　　　～現在に至る～

※講師・演題については、都合により変更となることがあります。

大分県
8月30日（水）

トキハ会館
〒870-8688

大分市府内町2-1-4
TEL.097（538）3125

未来を創る地方分権改革

神野　直彦（じんの　なおひこ）

＜講師略歴＞
学歴・職歴等
　1969 年（昭和 44 年）6 月　 東京大学経済学部経済学科卒業
　1981 年（昭和 56 年）9 月　 東京大学大学院経済学研究科博士課程単位取得退学
　1983 年（昭和 58 年）10月　 大阪市立大学経済学部助教授
　1992 年（平成 4 年）   4 月    東京大学経済学部教授
　1996 年（平成 8 年）   4 月　 東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授　　　　　　　　　　
　（2003 年 10 月 1 日～ 2005 年 9 月 30 日 東京大学大学院経済学研究科長・経済学部長）
　2009 年（平成 21 年）3 月　 東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授　定年退職
　2009 年（平成 21 年）4 月　 関西学院大学人間福祉学部・大学院人間福祉研究科教授
　2010 年（平成 22 年）3 月　 関西学院大学人間福祉学部・大学院人間福祉研究科教授退職
　2008 年（平成 20 年）10月　 地方財政審議会委員・会長
　2016 年（平成 28 年）1 月　 地方財政審議会委員・会長退任
　2017 年（平成 29 年）4 月　 日本社会事業大学学長就任
公職（審議会等）
　社会保障制度改革推進会議委員、社会保障審議会年金部会部会長、
　社会保障審議会企業年金部会部会長、税制調査会会長代理、地方分権改革有識者会議座長所属学会等
　日本財政学会（代表理事歴任、現在顧問）、地方財政学会（理事長歴任）
　日本自治学会（理事長歴任）、日本経済政策学会（副会長歴任）
　日本学術会議（議員歴任、現在連携会員）
賞罰
　2009 年　紫綬褒章受章
主要著作
　『税金常識のウソ』2013 年　文春新書
　『日本の地方財政』2014 年　有斐閣（共著）
　『「人間国家」への改革 参加保障型の福祉社会をつくる』2015 年　NHK 出版

( 日本社会事業大学学長・東京大学名誉教授 )

浅野　史郎（あさの　しろう）

＜講師略歴＞
神奈川大学特別招聘教授
１９４８年２月８日生まれ。
仙台市出身。
東京大学法学部卒業後、厚生省（現厚生労働省）入省。
児童家庭局障害福祉課長、社会局生活課長、生活衛生局企画課長などを歴任。
９３年１１月宮城県知事に当選。２００５年１１月まで、３期１２年務める。
０６年４月慶応大学総合政策学部教授。
０９年５月 ATL（成人 T 細胞白血病）を発症し、大学を休職。その後、
骨髄移植を受け、病気から回復し、１１年５月慶応大学に復帰。
１３年３月慶応大学を定年退職 , 13 年４月から現職

主な著書「疾走１２年　アサノ知事の改革白書」
　　　　 「アサノ知事のスタンス」「アサノ知事のメルマガ」
　　　　 「豊かな福祉社会への助走Ⅰ・Ⅱ」
　　　　 「福祉立国への挑戦」
　　　　 「誰のための福祉か」

（神奈川大学特別招聘教授）

地方の個性をいかに発揮するか

西村　幸夫（にしむら　ゆきお）

＜講師略歴＞
1952 年、福岡市生まれ。東京大学都市工学科卒、同大学院修了。東京
大学助教授等を経て、1996 年より東京大学教授、この間、2011 年よ
り 2013 年まで東京大学副学長、2013 年より 2016 年まで先端科学
技術研究センター所長。専門は都市計画、都市保全計画、都市景観計画
など。工学博士。

主な著書に『西村幸夫 風景論ノート』（鹿島出版会、平成 20 年）、『都
市保全計画』（東大出版会、平成 16 年）、など。主な編著書に『図説　
都市空間の構想力』（学芸出版社、平成 27 年）、『まちの見方・調べ方』（朝
倉書店、平成 22 年）などがある。

（東京大学大学院工学系研究科教授）

地方10万都市・
長野県飯田市の挑戦

佐藤　健（さとう　たけし）

＜講師略歴＞
昭和 42 年　　　　　　飯田市生まれ
平成 3 年　　　 　　　東京大学法学部卒業、自治省入省
平成 3年 7 月～　　　秋田県職員
平成 4年 7 月～　　　自治省職員
平成 8 年 8 月～　　　鳥取県職員（観光課長、市町村振興課長、財政課長）
平成 13 年 4 月～　　　経済産業省製造産業局自動車課課長補佐
平成 14 年 7 月～　　　内閣官房副長官補付
平成 16 年 4 月～　　　総務省職員（自治財政局財政課課長補佐、地方
　　　　　　　　　　 債課課長補佐）
平成 18 年 4 月～　　　大分県職員（総務部審議監、企画振興部長、総
　　　　　　　　　　 務部長）
平成 23 年 5 月　 　　総務省大臣官房付
平成 23 年 5 月14日　飯田市副市長に就任、現在に至る

（飯田市副市長）

福井県
11月2日（木）

福井県国際交流会館
〒910-0004
福井市宝永3-1-1

TEL.0776（28）8800

これからの地方自治に求められること 地方自治体経営における
人材育成の理論と実践

稲継　裕昭（いなつぐ　ひろあき）

＜講師略歴＞
大阪府生まれ
京都大学法学部卒業。
大阪市職員、姫路獨協大学助教授、大阪市立大学法学部教授・同法学部長を経て
2007 年から現職。京都大学博士（法学）
[ 専門分野 ]
　地方自治論、行政学、公共経営論、人事行政論
[ 著書 ]
　『テキストブック政府経営論』（訳書）勁草書房、2017 年
　『震災後の自治体ガバナンス』（共編著）東洋経済新報社、2015 年
　『評価者のための自治体人事評価 Q＆A』ぎょうせい、2013 年
　『地方自治入門』有斐閣、2011 年
　『現場直言！プロ公務員の変革力―成功をもたらす７つの力』学陽書房、2011 年
　『自治体の人事システム改革―ひとは「自学」で育つ』ぎょうせい、2006 年
　『公務員給与序説―給与体系の歴史的変遷』有斐閣、2005 年
　『人事・給与と地方自治』東洋経済新報社、2000 年
ほか
[ 主な委員等 ]
　内閣・公務員制度改革担当大臣アドバイザー、内閣官房・管理職のマネジメントに
関する懇談会座長、総務省公務員部・大規模災害からの被災住民の生活再建を支援す
るための応援職員の派遣の在り方に関する研究会座長、大阪府人事委員等を歴任。

（早稲田大学政治経済学術院教授）

人口減少社会における地場産業の未来
　－ローカル産業の可能性を探る－

南保　勝（なんぼ　まさる）
＜講師略歴＞
（福井県立大学地域経済研究所教授）

地方銀行系シンクタンクを経て、2001 年 4 月より福井県立大学へ。
現在、福井県立大学地域経済研究所 所長・教授、経営学研究科　教授、経済学博士。
専　門：地域経済学、地場産業論、地域研究
主な著書
　『福井地域学』[2016] 単著　晃洋書房
　『地方圏の時代』[2013] 単著、晃洋書房
　『地場産業と地域経済』 [2008] 単著、晃洋書房
　『地域産業発達史』共編著、[2005] 同友館
　『超優良企業の経営戦略』 [2004] 共著、同友館
　『データでみる地域経済入門』[2004] 共著、ミネルヴァ書房　　他、多数。
論　文
　「地方分工場のローカルリンケージと機能」（共著『研究年報経済学』vol.72．
東北大学経済学会　2011．3）
　「縮小化時代における地場産業型集積の深層の発展力についての研究ｰ福井繊維
産地の再編を事例にｰ」（共著『地域経済学研究』第 22 号　日本地域経済学会　
2011.7） 　 他、多数。
公　職
　福井労働局「地方労働審議会」会長
　福井銀行社外取締役
　福井県安全環境部「福井県消費生活審議会」会長　　他、多数。
主な受賞
　福井県知事より　「第 6 回（平成 22 年度）福井県科学技術大賞特別賞」
2010 年 12 月
　金融担当大臣及び日本銀行総裁より　「2013 年度金融知識普及功績者賞」
2014 年 2 月
　厚生労働大臣より　「2016 年度厚生労働行政功績者賞」2017 年 1 月


